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被災者生活再建カード

被災現地の相談ブースで実際に貼られたカード
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水害被災者に伝えてほしい支援情報とツール
ー罹災証明から住宅の再建までー



 風害や地震災害などと異なり、水害被災者の困りごとの多くは
今後の生活やお金のことです

 そのため、法律相談のための電話はあまり鳴りません

 現地に「法律相談コーナー」を設置しても、被災者は何を相談して
よいのか、なかなか相談を思いつけないので立ち寄りにくいです

 だから「困りごとがありませんか？」ではなく、
「支援の情報があるのでお伝えさせて下さい」からのスタートで！

 情報提供の会話のなかで、「困りごと」の話もきっとでてきます
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はじめに ー特に弁護士の先生方にー



7/26～9/11までは土日祝を含め毎日現地ブースを
設置。その後も現在まで毎月相談を継続中

(今年１月時点での延べ参加人数)
• 合計 662名
• 弁護士 285名
• 司法書士 90名
• 建築士 110名
• 不動産鑑定士 2名
• 技術士 4名
• 土地家屋調査士 5名
• 行政書士 55名
• 社会保険労務士 35名
• 公認会計士 13名
• 税理士 63名

これまで２５０件程度の現地相談がありました
これは被災家屋数１３２棟を超えています。
リピート相談も多いです。

静岡県災害対策士業連絡会による
熱海現地相談ブースの状況

弁護士と建築士の先生が一緒に話を聞く様子

ポイントは
①被災された方と出会える場所・方法でやる
②情報提供支援、生活再建支援をやる
③被災された方にツールをお渡しする

（専門家による熱海市の現地相談ブース）



水害で被災された方と①出会える場所、②出会える方法で支援することが大切

罹災証明書交
付窓口のすぐ横に
ブースを設置

自治体の職員さん
に交付を受けた人
全員を横のブースに

誘導してもらう

水害支援の専
門家と一緒に合同
説明会、相談会

（写真は震つなの松
山文紀さん）をする

被災者は支援情報
も水害対処も両方
知ることができる

災害NPO、自治
体、自治会すべてと
連携した生活再建
相談会に参加する

弁護士では集客でき
ません。餅は餅屋。

仮設住宅期は、
社協などの地域支
え会いセンターと連

携する

一緒にケース会議
にでて、一緒に個

別訪問する

▲台風19号の静岡県伊豆の国市で罹災証明交付窓口の横に設置された相談ブース

▼西日本豪雨の岐阜県関市で開催された③の生活再建相談会の様子

▲令和３年大雨災害での静岡県沼津市の様子

▼伊豆山土石流災害でのケース会議の様子

❷❶

❸ ❹
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地域支えあいセンターとの連携においては、

・支えあいセンターが専門士業の相談窓口を紹介
する程度の連携ではなくて、
・支えあいセンターが個別訪問を踏まえて行ってい
る日々のケース会議という最上流部の場所に専
門士業も参加して、専門士業が支援できる事案
の選別に加わることが理想（私見）

伊豆山ささえ逢いセンターでは、毎月弁護士会がさ
さえ逢いセンターのケース会議に参加し、個別事案
を一緒に考える。仮設住宅への訪問支援をする世
帯をピックアップ。

仮設住宅期に被災者とつながるための連携（支え合いセンター）

災害後のフェーズにあわせて弁護士は被災者と出会える
場所に自ら赴く必要性。そのための平時連携

熱海市の伊豆山ささえ逢いセンターで開催されているケース会議に
弁護士会や県社協が参加している様子
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自宅の被災 避難所での生活
（無料）

市営住宅
県営住宅

直
後

そ
の
後

水害被災後、自宅に住めなくなった場合の住まいの変化

数日から数か月

仮設住宅

原則２年以内 住まいの再建へ

公営住宅の一時入居

一般的な避難所 建設型 借上型
トレーラー
ハウス等

家の建替
えや修理

災害公営住宅への入居

そ
の
後自力で住居

を確保

マンショ
ンの購入
や賃借



自宅の被災 避難所での生活
（無料）

市営住宅
県営住宅

直
後

そ
の
後

数日から数か月

仮設住宅

原則２年以内 住まいの再建へ

公営住宅の一時入居

一般的な避難所 建設型 借上型
トレーラー
ハウス等

家の建替
えや修理

災害公営住宅への入居

そ
の
後自力で住居

を確保

マンショ
ンの購入
や賃借

直後の不安除去のための
幅広い情報提供

仮設住宅、支援金など
段階に応じたコアな情報提供

災害ケースマネジメント
（生活や住宅の再建に身内のように寄り添う）



住宅の再建にかかる費用をどう工面するか

支援金・義援金 建物修理の補助

仮設住宅の入居

自治体独自の支援

無料で建物の解体・撤
去

ローンの減額・免
除

申請主義なので、知識なく申請しないと支援が受けられません

手元のお金や保険金
（地震保険や水災補償
に入っていないと大変)

国や自治体などの支援制度 災害用の借入制度

支援者の存在の
重要性！



無料ダウンロードサイト

❶まずは日本に存在する支援制度の全体像を知る
（被災者支援チェックリストの活用）

A3カラーサイズで印刷し、該
当しそうな制度に〇をつけて
被災者の方にお渡しする

相談のなかで、一緒にみなが
ら使えそうな支援を探す

さまざまな困りごとに対して
支援制度の漏れが防げます
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無料ダウンロードサイト
台紙などもすべてDLでき
ます

❷大規模災害（特に半壊以上）でよく使う支援制度のカードを見る
（被災者生活再建カードの活用）

これは下の写真のように
実際にハサミでカードを
切って、専用の台紙に

貼り付けて、金額なども記載
しながら持って帰って

もらうツールでもあります
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無料ダウンロードサイト

❸特に重要な９つの支援制度についてカードで詳しい内容を確認する
（被災者支援カード（表面）の活用）

特に大切な９つの支援制度に
絞って、カード形式で内容を

まとめたものです

これも使える可能性の
あるカードに印をつけて
被災された方に持って
帰ってもらって下さい
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無料ダウンロードサイト

❹自分がもらった罹災証明と使える支援制度の関係を知るカード
（被災者支援カード（裏面）の活用） 罹災証明書をもらっても

それでどんないいことが
あるのかわかりません。

罹災証明の判定によって、使
える支援制度もぜんぜん違い

ます。

このカードを、被災された方
と一緒にみながら、
使えそうな支援制度を

一緒にチェックしてあげて
ください
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無料ダウンロードサイト
（弁護士会に限って、ご
希望があれば元のデータ
をお渡しします。改編自
由です）

❹ 自分がもらった罹災証明と使える支援制度の関係を知るカード
（災害ごとに作成するものの活用） 熱海市の土石流災害のときは

よりわかりやすいこうした罹
災証明と支援制度の金額の
対照表を作ってお渡ししまし

た。

各相談ブースにA3サイズで
印刷して置いています。
専門家はこれをみながら
使える支援制度と金額を

案内しました

13



無料ダウンロー
ドサイト

❺ 災害後に知っておくべき情報を冊子でまとめたもの
（弁護士会瓦版ー生活再建の手引きーの活用）

熱海市さん、ささえ逢いセンターさ
んらの協力により、熱海の被災者の
方全員にお配りしています。各弁護
士会にも数冊ずつご送付済み。

被災後の支援についてイメージが沸
くと思いますのでぜひご覧下さい

（約４０ｐの冊子）

静岡新聞朝刊より引用

14



被災者支援
チェックリスト

支援制度
解説動画

罹災証明と支援制
度の対照表

一部損壊支援一覧表
（床上浸水の方へ）

被災者支援
カード（表）

被災者支援
カード（裏）

生活再建の
手引き

被災者生活
再建カード

支援ツールのDLサイト
のQRコード一覧表

＊ダウンロード、配布、
活用自由です

40pの解説冊子
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罹災証明についての情報提供とは
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市町村に発行申請

市町村による被害調査

全壊 大規模
半壊

中規模
半壊 半壊 準半壊 一部損壊

５０
以上

４０～
４９

３０～
３９

２０～
２９

１０～
１９

９
以下

建物の壊れ具合の点数で決まる

↓再調査などもしてもらえる
１００点満点

罹災証明の制度の基本的な仕組みを伝えて下さい
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参考 り災証明の調査（住家被害認定調査）は迅速に行う工夫もできる
（過去の甚大な被害の場所で行われた様々な工夫） 資料出典：内閣府防災情報のページ

http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/180712sankosiryo.pdf

航空写真による判定

倒壊・流失建物の外観による判定

基礎損傷や土砂堆積時の簡易判定

浸水深やエリア一括での判定



外
壁
や
建
具
が
５
０
％
以
上
損
傷

土
石
流
や
土
砂
崩
れ
な
ど
の
「
外
力
」
で

＋
浸
水
被
害

YES

NO
（内水氾濫）

「水害にあったときに」から引用

右の「第一次
調査」を最初
に使って判
断

右の「第二次調
査」で、具体的な
損害の程度から判
断

１００点満点
の損壊テスト
で、点数を積
み重ねていく

片づけたり、痕跡
が消えてしまう前
に、あらゆる場
所を写真・動画
で撮影

窓、サッシ、戸、ふすま、障子
など

水回り、ベランダ、システム
キッチン、洗面台、便器、お風
呂など

水災の場合の罹災証明の調査
方法（木造・プレハブ・２階建）
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浸水深テストではなく、１００点満点
の壊れ度テストが適用
（参照 http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/r203shishin_3.pdf ）

調査
方法

窓、サッシ、戸、ふすま、障子
など

水回り、ベランダ、システム
キッチン、洗面台、便器、お風
呂など

参照 http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/r203shishin_all.pdf
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（原則）
１棟全体で判定
（例外）
浸水した住戸と浸水していない住戸のように、
住戸間で明らかに被害程度が異なる部位（天井、内
壁、建具、床、設備）がある住戸は、被害の大きい
住戸については、住戸ごとに判定可能です。
（例外の具体例）
マンションの１階部分だけが２ｍ浸水している
当該１階の住戸のみ第二次調査（１００点満点損壊
テスト）をする

http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/r203shishin_all.pdf

実際
は？

右の１００点満点の配点表のとおり、木造住
宅の場合と異なり、マンションなどでは、
柱だけで５０％も配点されてしまっている。

↓

損壊がありそうな黄色枠部分を全て合計して
も４０点なので、半壊（２０点以上）は目指
せても、大規模半壊（４０点以上）を狙うの
はかなり難しい

マンションの水害に対する住家被害認定（り災証明調査）の流れ
（一軒家の場合とは異なる）

http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/r203shishin_all.pdf


まずは、罹災証明の判定によって使える支援制度が
全然違うんです、という情報提供から

21

・こうした資料をお渡ししながら、一緒にみていくだけで十分です
・支援者側に細かな知識は一切不要です。そのためにツールが存在します。
・「僕（私）も知らないんですが、一緒にみてみましょうか」でＯＫです！
・“知ったかぶりしない”ことが、支援者にとっても被災者にとってもプラスです



応急修理ゲッ
ト

義援金ゲット

最大６００万
円

程度の支援差

内閣府の住家被害認定調査の方法に関するページ
（このマニュアルをみて再調査のポイント検討をする）

再調査による
認定変更の
大きな効果
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次に、判定に疑問なら再調査や二次調査を申し立てられる
ことをお伝えしてください



内閣府 住家被害認定調査方法のページ

屋根

住家被害認定制度の理解と認定変更
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内閣府 住家被害認定調査方法のページ

天井 内壁

住家被害認定制度の理解と認定変更
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令和元年台風１５号（房総半島台
風）の際の認定緩和措置 →

住家被害認定制度の理解と認定変更
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り災証明の判定に不満がある場合の再調査申請の流れ

自
治
体
か
ら
自
分
の
点
数

と
点
数
配
分
を
聞
く

修
理
業
者
、
建
替
業
者
に

協
力
し
て
も
ら
い
、
①
評

価
漏
れ
、
②
過
小
評
価
部

分
に
つ
い
て
調
査
報
告
書

を
作
成
し
て
も
ら
う

調
査
報
告
書
を
自
治
体
の

担
当
課
に
み
て
も
ら
い
、

再
調
査
の
際
の
ポ
イ
ン
ト

を
把
握
し
て
も
ら
う

罹
災
証
明
の
判
定
変
更

の
可
能
性

自
治
体
に
住
家
被
害
認
定

調
査
の
再
調
査
を

申
請
す
る

再
調
査
の
実
施

（
で
き
れ
ば
業
者
に
も

同
席
し
て
も
ら
う
）

住家被害認定制度の理解と認定変更
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支援制度の中で特にお伝えしてほしい情報
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まずは最初に自治体から案内される可能性が高い応急修理制度について



応急修理
制度が
使える人

応急修理制度
（災害救助法適用地域の修理費用の一部を補助）

全 壊

大規模・中規模半壊

半 壊

準 半 壊

一 部 損 壊

６５万５０００円

３１万８０００円

使
う
と

応急修理制度を
使った人は、

その後
仮設住宅には
入れませんよ

修理の際に
受けられる
補助の金額

ただし

※２０２２年の最新の基準

29



だから、半壊以上の罹災証明の人は、応急修理のカードに飛びつかず
仮設住宅のカードと比べて、どちらを使うか、慎重に検討することが大切
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半壊以上の人 応急修理 VS 応急仮設住宅 の比較

仮設住宅に１年
入る場合

仮設住宅に２年
入る場合

仮設住宅に５年
入る場合

６５．５万円

６５．５万円

６５．５万円

８４万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

１６８万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

４２０万円
（家賃７万円の仮設住宅の場合）

得するお金 得するお金

31



この冊子のｐ9～12に罹災証明
と支援制度の記載があります
（監修させていただきました）

被災者生活再建支援金（被災者生活再建支援法が適用された場合）

次に、もっとも中心となる支援制度である国の「被災者生活再建支援金」
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次に、半壊以上の人は、建物を無料で解体してもらうことで、全壊と同じ
支援を受けられる可能性があることを伝えてあげてください

この記事にでてくる６０代の女性は、東日本大震災の地震で自宅が半壊の被害を受けました。

支援制度を詳しく知らなかったため、最低限の支援である義援金（約５０万円）と応急修理（約５０万円）
だけを得て、残りは退職金でためた貯金をすべて使って８００万円の修理を選択しました。
しかし、家は十分に直らず、うつ病になってしまいました。

取材に対して、この女性は、実は、半壊以上の住宅を解体していれば、「全壊」と扱われ国から３００万円
の支援金がもらえることを当時は知らなかった。知っていれば、修理などせずに、家を建て替えていたのに
相談する人が誰もいなかった、と述べています。
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修理を選んだ菅沢さんの選択
（支援制度を活用できなかった例）

不足分は貯金
でまかない
貯金なくなる

５２万円 ５０万円
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菅沢さんはこの２つのカードしか使えなかった
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修理を選択するとしても仮に私
が当初から助言できていれば

それでもどうして
も修理を選ぶなら

家賃無料５０万円

わずか５２万円の応急修理
制度は使わず、家賃無料の
仮設住宅で生活しながら
じっくり考えた上で

災害時の借入制度を活用し
なるべく手元のお金は残しておく
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菅沢さんは修理するとしても本当はこれだけのカードが使えた
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災害で負傷したり、家や家財の被害を受けた場合の特別の貸付制度

貸付金額 最大 ３５０万円

利息 当初３年は無利子 その後金利３％など（条例で変更可能）

据置期間 ３年（全壊の場合など５年に延長される例もあり）

返済期間 １０年（据置期間を含む）

所得制限 あり 連帯保証人 必要（不要な場合もあり。要確認）

水害の準半壊などは水没
で家財を失うのでこれに
該当する人がでてきます

熊本地震の際の熊本市資料から引用

カッコ内は建物を解体し
たときに加算される金額

災害援護資金貸付制度（国の被災者貸付制度）

38



不足分は借入
手元の貯金は一切使わない

もし支援制度を最大限活用して
家の建替えを選んでいれば

５０万円 家賃無料 無料で建物
を解体

１００万円
の4分の３

２００万円
の4分の３ 新築する建物の価値と土

地の価値の合計の
６割まで借りられる
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この冊子のｐ9～12に罹災証明
と支援制度の記載があります
（監修しています）

被災者生活再建支援法の全体構造

被災者生活再建支援金（被災者生活再建支援法が適用された場
合）
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半壊＋解体＝全壊に変身の裏技

半壊の住宅
（そのままでは
支援金０円）

これを
自治体に相談した
うえでやむを得ず
解体すると

なんと
全壊に変身して
被災者生活再建
支援金が

最大３００万円
もらえる
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リバースモーゲージローンって？
（６０歳以上だけの特別な融資制度）
By住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）

災害で持
ち家が壊
れた

修理、建替え
購入のお金が
足りない・・・

再建する家に担保
をつけて借入

再建する家の価値
の６割まで借りられる

返済は利息だけ！
（600万円借りるごとに
返済は月約１万円）

家を建て替えり

災害を機に便利な
場所のマンション

を買ったり

家を修理したり

家の再建費用
（例）

（１０００万円の中
古マンションを買う

場合）

自己資金は４割
必要＝４００万円

でも①②でまかなえる
① 被災者生活再建

支援金３００万円
② 義援金１００万円

残りの６割の費用
＝６００万円
①リバースモーゲージ
融資 ６００万円

（返済は毎月１万円）

この借入を利用して

＊この制度で再建した家は亡くなるまで住み、その後売却
（相続人が残りのローンを負担することで住み続けることも可能）
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リバースモーゲージローン過去の被災地で大活躍

出典：住宅金融支援機構横浜センター作成資料

平成３０年７月豪雨時の倉敷市におけ
るリバースモーゲージの利用データ

取扱注意

ポイント１
多くの利用が、解体後現地再建
（７４％が平屋。面積約３割縮小）

ポイント２
平均年齢７２歳
（８６歳でも融資を受けられている）

ポイント３
頭金は平均約５００万円
（支援金等でまかなえる可能性）

ポイント４
返済額は平均月１万円
（倉敷市は独自の利子補給あり）

リバースモーゲージ
を使った人の特集は、
上記KSB瀬戸内海放
送さんの特集
（Youtube動画）の
ご視聴をお勧めしま
す。住宅金融支援機
構さんもこの動画を
講座で使っています。
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不足分は
借入

手元の貯金は一切使わな
い

さらにこれを機に駅前の便利な中古のマンション
に引っ越す選択をしていれば

５０万円 家賃無料

無料で建物
を解体

１００万円
の４分の３

２００万円
の４分の３

購入するマンションの
価値の６割まで借りられ
る

土地の売却
(かなりの
お金に）
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共通して使うべきカード 住まいの選択によって選択するカードの例

修
理
す
る

建
替
え
る

賃
貸
物
件
に
転
居

自宅が半壊
した場合、
どういう
カードを使
えるでしょ
うか

手元の現金
を残すなら

土地の売
却も可能
になる

or
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一
部

損
壊

修

理

準
半
壊

半
壊
（
中
規
模
・
大
規
模
も
）

全
壊

解

体

ど
ち
ら
か
選
択

不足時の借入制度保険金・義援金 住まいの支援 住まい再建のための支援

31.8万円

50万円＋100万円50万円

100万円 建設・購入200万円
賃借 50万円

解体費無料

注意 その地域に災害救助法、被災者生活再建支援法が適用されていることが前提です。災害弔慰金、自治体独自の支援金、雑損控除などその他の支援もあります

（基礎支援金、加算支援金は単身世帯は４分の３）

家賃無料

半壊 中規模半壊 大規模半壊

＆ or

最大350万円

床上浸水は
可能性あり

65.5万円 家賃無料

or
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住宅ローンが残っているのに、その自宅が災害で壊れてしまった場合には？
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借り入れ無料

預貯金５００万円＋もらった支援
金＋弔慰金＋義援金

などを手元に残した上で、
ローンの減額、免除が受けられる

ブラックリストにも載らない
ので、再度借入の可能性！

保証人にも原則として請求
がいかない

（遠慮せず制度を使える）

被災ローン減免制度
を利用すると？？ 選択の例 ❶

自宅は手放して
ローン０から再出発

選択の例 ❷
土地を残して同じ場所に再
築したいなら、土地の評価
分だけを分割で支払って、

残りのローンは免除

※正式名称 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン

住宅ローンなどの個人ローンを減免 被災ローン減免制度

住宅ローンだけでなく、災害救助法が適用された
自然災害によって払えなくなった個人のローンが

広く対象です
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・家の修理費用
・家財の損害額
（金額の推定規定あり）

・お墓の修理費用など

災害による損害 もらえた保険金から をひく

この金額が、その年の所得の１０パーセントを超えていたら、
その超えた分、所得を控除してもらえる（＝税金が安くなる）

雑損控除
（難しくないです 医療費控除と同じ所得の減免）
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「国税庁 雑損控除」で検索

この家財の損害額
推定規定が非常に
大きい

（雑損控除の際の家財金額の推定規定）
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借り入れ無料

全壊・大規模半壊と支援制度
（公費解体で解体する場合）

利用可能性のあるカード
お金に関する支援・制度 住まいに関する支援・制度 借入に関する支援・制度
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借り入れ無料

中規模半壊・半壊と支援制度
（公費解体で解体する場合）

利用可能性のあるカード
お金に関する支援・制度 住まいに関する支援・制度 借入に関する支援・制度
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借り入れ無料

中規模半壊と支援制度
（修理する場合）

利用可能性のあるカード
お金に関する支援・制度 住まいに関する支援・制度 借入に関する支援・制度

↓どちらか選択↓
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借り入れ無料

準半壊と支援制度
（修理する場合）

利用可能性のあるカード
お金に関する支援・制度 住まいに関する支援・制度 借入に関する支援・制度

準半壊ではもともと仮
設住宅に入れないので、
迷わず応急修理制度
を使いましょう
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借り入れ無料

一部損壊と支援制度
（修理する場合）

利用可能性のあるカード
お金に関する支援・制度 住まいに関する支援・制度 借入に関する支援・制度
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